長建協発第２６１号
平成１９年９月２８日
各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
「県内下請企業を使用しない理由書」について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、長崎県では、県内企業の活用への取り組みとして、平成１９年１０月１日以降に起工の工事でかつ請負金額が５００万円以上になる工事において、長崎県外の下請人を使用する場合、（離島の地方機関においては、管外の下請人を使用する場合、）請負者は、その理由を付した書面（様式－４：「長崎県内下請企業を使用しない理由書」）を、工事完成後に、県内企業活用状況管理システム（平成１９年４月１０日付け長建協発第１４号により通知）によって、監督職員へ提出していただく事となりました。

　つきましては、標記について別添のとおり長崎県土木部長より周知依頼がまいっておりますので、貴支部会員へご周知いただきますようよろしくお願い申し上げます。
